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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第45期 

第２四半期 
連結累計期間 

第46期 
第２四半期 
連結累計期間 

第45期 

会計期間 
自 平成29年１月１日 
至 平成29年６月30日 

自 平成30年１月１日 
至 平成30年６月30日 

自 平成29年１月１日 
至 平成29年12月31日 

売上高 （千円） 5,127,849 5,561,851 10,456,648 

経常利益 （千円） 763,750 729,063 1,502,804 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 562,910 512,123 1,086,557 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 522,251 340,890 1,220,975 

純資産額 （千円） 12,213,190 12,916,420 12,756,676 

総資産額 （千円） 13,937,050 14,734,050 14,606,660 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
(円) 83.40 75.88 160.98 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 87.6 87.7 87.3 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー 
(千円) 632,312 370,489 1,082,463 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー 
(千円) △117,469 42,193 △46,127 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー 
(千円) △168,738 △168,738 △323,978 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（千円） 6,624,727 7,274,281 7,038,297 

 

回次
第45期

第２四半期
連結会計期間

第46期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 27.37 21.32 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式がないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）業績の状況

 当第２四半期連結累計期間の当社グループを取り巻く経営環境は、日本では企業収益や雇用環境の改善などを背

景に緩やかな回復基調で推移しました。海外は、米国の政策運営や原油高など懸念材料はあるものの総じて安定し

た成長となりました。

 こうしたなか、当社グループは、光製品や電子機器の新製品普及活動、AVコンソール製品などの販促活動を積極

的に行うと共に、製造コストダウンや品質向上をはかるなど収益性の改善と顧客満足度の向上に努めてまいりまし

た。

 この結果、昨年低調であった国内放送市場が回復傾向となって全体を牽引し、連結売上高は5,561百万円（前年

同期比8.5％増）となりましたが、利益面では銅価格高騰や人件費増などの影響により、営業利益724百万円（前年

同期比1.9％減）、経常利益729百万円（前年同期比4.5％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益512百万円（前

年同期比9.0％減）と減益となりました。

 

 また、主なセグメントの業績は、次のとおりであります。 

①日本

 日本市場は、前年同期に比して放送市場などでの大型案件回復傾向となり、売上高は3,451百万円（前年同期

比10.6％増）と増収となりましたが、昨年年央から続く銅価格高騰や人件費増などの影響により、セグメント利

益は431百万円（前年同期比18.8％減）となりました。

②米国 

 米国市場は昨年からの販促強化に成果が表れ始め、外貨売上高では増収となったものの、円換算後では売上高

380百万円（前年同期比1.2％減）と減収となりました。セグメント利益では収益性の改善が見られ22百万円（前

年同期比90.2％増）となりました。

③韓国 

 韓国市場は停滞が続いており、電設市場などへの積極的な販売活動を行っているものの、売上高は494百万円

（前年同期比4.0％減）となりました。セグメント利益では収益性の改善が見られ41百万円（前年同期比16.9％

増）となりました。

④中国 

 中国市場は昨年第２四半期から回復基調となっており、売上高は782百万円（前年同期比11.1％増）、増収に

伴い、セグメント利益は164百万円（前年同期比56.2％増）となりました。

⑤シンガポール 

 販促活動のテコ入れをはかっているものの、インドネシア・フィリピン向けの不振が続いており、売上高は

198百万円（前年同期比11.0％減）となりましたが、収益性改善などにより、セグメント利益は25百万円（前年

同期比52.9％増）となりました。
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（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、税金等調整前四半期純利益729百万円を計上しまし

たが、法人税等支払い162百万円や配当金支払い168百万円等の支出に加え売上債権及びたな卸資産の増加のため、

前連結会計年度末に比して235百万円増の7,274百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 税金等調整前四半期純利益729百万円の計上がありましたが、法人税等の支払い162百万円に加え売上債権及び

たな卸資産の増加のため、370百万円の収入超（前年同四半期比261百万円減）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 定期預金の払戻超が159百万円となりましたが、投資有価証券取得100百万円があり、42百万円の収入超（前年

同四半期は117百万円の支出超）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 期末配当によって168百万円の支出超となりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

 当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、299百万円であります。 

 なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,092,200

計 23,092,200

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年８月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 7,028,060 7,028,060
東京証券取引所 

市場第一部

単元株式数

100株

計 7,028,060 7,028,060 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金増
減額(千円)

資本準備金残
高(千円)

平成30年４月１日～
平成30年６月30日

－ 7,028,060 － 1,047,542 － 262,000
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（６）【大株主の状況】

    平成30年６月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

有限会社香流 東京都青梅市新町３丁目30－11 800 11.38 

株式会社新高輪 新潟県長岡市浦4775-15 800 11.38 

株式会社センリキ 名古屋市名東区極楽２丁目54－２ 350 4.98 

川本公夫 東京都港区 300 4.27 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８－11 232 3.31 

加藤宣司 名古屋市名東区 200 2.85 

川本重喜 愛知県長久手市 200 2.85 

株式会社ノダノ 愛知県長久手市野田農1007 200 2.85 

合同会社カワシマ 愛知県長久手市草掛37 200 2.85 

株式会社センユキ 名古屋市名東区極楽２丁目54－２ 150 2.13 

計 － 3,432 48.84 

（注）１．当社は自己株式を所有しており、大株主に該当しますが、上記の大株主の状況から除いております。

所有株式数 278千株

発行済株式総数に対する所有株式数の割合 3.96％

２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社が所有する232千株は、信託業務に係るものであります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 278,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,748,700 67,487 －

単元未満株式 普通株式 860 － －

発行済株式総数 7,028,060 － －

総株主の議決権 － 67,487 －

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

カナレ電気㈱
愛知県日進市藤枝町

奥廻間1201番地10
278,500 － 278,500 3.96

計 － 278,500 － 278,500 3.96

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成30年４月１日から

平成30年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成30年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 8,130,474 8,154,468 

受取手形及び売掛金 1,282,177 1,388,753 

有価証券 － 100,705 

商品及び製品 1,566,642 1,668,197 

仕掛品 161,431 142,661 

原材料及び貯蔵品 317,257 331,394 

その他 592,823 509,501 

貸倒引当金 △5,377 △6,506 

流動資産合計 12,045,429 12,289,176 

固定資産    

有形固定資産    

土地 779,323 772,435 

その他 2,483,054 2,480,937 

減価償却累計額 △2,007,935 △2,033,936 

有形固定資産合計 1,254,443 1,219,436 

無形固定資産 134,602 133,448 

投資その他の資産 1,172,185 1,091,988 

固定資産合計 2,561,231 2,444,873 

資産合計 14,606,660 14,734,050 

負債の部    

流動負債    

買掛金 636,441 544,321 

未払法人税等 159,113 217,336 

賞与引当金 61,831 82,812 

役員賞与引当金 32,949 27,829 

その他 640,074 648,026 

流動負債合計 1,530,410 1,520,326 

固定負債    

製品保証引当金 23,725 35,525 

役員退職慰労引当金 69,415 57,728 

退職給付に係る負債 12,255 12,437 

その他 214,176 191,612 

固定負債合計 319,573 297,303 

負債合計 1,849,984 1,817,629 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成30年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,047,542 1,047,542 

資本剰余金 1,175,210 1,175,210 

利益剰余金 10,609,581 10,940,558 

自己株式 △335,601 △335,601 

株主資本合計 12,496,733 12,827,710 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 141,915 107,886 

繰延ヘッジ損益 △39 35 

土地再評価差額金 △371,051 △371,051 

為替換算調整勘定 489,118 351,839 

その他の包括利益累計額合計 259,942 88,709 

純資産合計 12,756,676 12,916,420 

負債純資産合計 14,606,660 14,734,050 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 

 至 平成29年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年１月１日 
 至 平成30年６月30日) 

売上高 5,127,849 5,561,851 

売上原価 2,964,010 3,251,876 

売上総利益 2,163,839 2,309,975 

販売費及び一般管理費 ※１ 1,425,021 ※１ 1,584,998 

営業利益 738,817 724,977 

営業外収益    

受取利息 9,672 8,146 

受取配当金 5,373 4,706 

不動産賃貸料 2,588 2,657 

為替差益 5,079 － 

投資事業組合運用益 6,810 － 

固定資産売却益 800 － 

その他 2,982 5,748 

営業外収益合計 33,307 21,257 

営業外費用    

不動産賃貸原価 1,465 1,350 

為替差損 － 11,733 

投資事業組合運用損 2,481 1,830 

固定資産除却損 263 160 

有価証券償還損 2,935 － 

その他 1,229 2,097 

営業外費用合計 8,374 17,172 

経常利益 763,750 729,063 

特別利益    

投資有価証券売却益 40,737 － 

特別利益合計 40,737 － 

税金等調整前四半期純利益 804,488 729,063 

法人税、住民税及び事業税 232,791 237,677 

法人税等調整額 8,786 △20,737 

法人税等合計 241,577 216,939 

四半期純利益 562,910 512,123 

親会社株主に帰属する四半期純利益 562,910 512,123 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 

 至 平成29年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年１月１日 
 至 平成30年６月30日) 

四半期純利益 562,910 512,123 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △24,683 △34,028 

繰延ヘッジ損益 3,147 75 

為替換算調整勘定 △19,123 △137,278 

その他の包括利益合計 △40,659 △171,232 

四半期包括利益 522,251 340,890 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 522,251 340,890 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 

 

- 11 -



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 

 至 平成29年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年１月１日 
 至 平成30年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 804,488 729,063 

減価償却費 54,849 48,303 

製品保証引当金の増減額（△は減少） △4,857 11,799 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 723 744 

受取利息及び受取配当金 △15,045 △12,852 

固定資産売却損益（△は益） △800 － 

固定資産除却損 263 160 

投資有価証券売却損益（△は益） △40,737 － 

売上債権の増減額（△は増加） 299,704 △139,606 

たな卸資産の増減額（△は増加） △25,663 △128,279 

仕入債務の増減額（△は減少） △48,733 △70,769 

未収消費税等の増減額（△は増加） 674 38,380 

未払消費税等の増減額（△は減少） △2,907 7,111 

その他 △27,033 35,494 

小計 994,925 519,550 

利息及び配当金の受取額 16,619 13,625 

法人税等の支払額 △379,233 △162,686 

営業活動によるキャッシュ・フロー 632,312 370,489 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △541,391 △353,043 

定期預金の払戻による収入 569,010 512,993 

有価証券の償還による収入 16,170 － 

有形固定資産の取得による支出 △75,617 △24,565 

有形固定資産の売却による収入 1,006 － 

無形固定資産の取得による支出 △7,681 △321 

投資有価証券の取得による支出 △100,300 △100,000 

投資有価証券の売却による収入 71,535 － 

投資有価証券の払戻による収入 12,250 6,828 

その他 △62,452 301 

投資活動によるキャッシュ・フロー △117,469 42,193 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

配当金の支払額 △168,738 △168,738 

財務活動によるキャッシュ・フロー △168,738 △168,738 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △12,413 △42,026 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 333,690 201,917 

現金及び現金同等物の期首残高 6,287,970 7,038,297 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 3,067 34,066 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 6,624,727 ※１ 7,274,281 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

 当第１四半期連結会計期間より、Canare Middle East FZCOは重要性が増したため、連結の範囲に含めており

ます。 

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

 該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

 該当事項はありません。

 

（会計上の見積りの変更）

該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成29年１月１日 

  至 平成29年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成30年１月１日 

  至 平成30年６月30日） 

給料及び賞与 397,569千円 424,927千円 

貸倒引当金繰入額 3,469 1,059 

賞与引当金繰入額 58,021 56,599 

役員賞与引当金繰入額 26,604 27,728 

製品保証引当金繰入額 1,352 214 

役員退職慰労引当金繰入額 6,972 4,312 

退職給付費用 23,808 24,029 

減価償却費 16,517 18,286 

研究開発費 210,932 299,347 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成29年１月１日
至  平成29年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成30年１月１日
至  平成30年６月30日）

現金及び預金勘定 7,739,477千円 8,154,468千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △1,114,749 △880,186

現金及び現金同等物 6,624,727 7,274,281

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成29年１月１日 至 平成29年６月30日） 

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月17日

定時株主総会
普通株式 168,738 25.00 平成28年12月31日 平成29年３月21日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年７月27日

取締役会
普通株式 155,239 23.00 平成29年６月30日 平成29年９月11日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成30年１月１日 至 平成30年６月30日） 

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年３月23日

定時株主総会
普通株式 168,738 25.00 平成29年12月31日 平成30年３月26日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年７月27日

取締役会
普通株式 155,239 23.00 平成30年６月30日 平成30年９月10日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成29年１月１日 至 平成29年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

  日本 米国 韓国 中国 台湾 

売上高          

外部顧客への売上高 3,121,175 385,028 514,804 704,863 75,618 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

1,275,528 551 － 445,609 － 

計 4,396,704 385,580 514,804 1,150,472 75,618 

セグメント利益又は損失（△） 531,480 11,908 35,821 105,324 8,531 

 

         

  報告セグメント 
その他（注） 合計 

  シンガポール 計 

売上高        

外部顧客への売上高 223,336 5,024,827 103,022 5,127,849 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 － 1,721,689 － 1,721,689 

計 223,336 6,746,516 103,022 6,849,539 

セグメント利益又は損失（△） 16,680 709,746 △8,796 700,950 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インド及び欧州の事業を含んでおりま

す。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 709,746

「その他」の区分の利益 △8,796

セグメント間取引消去 5,842

棚卸資産の調整額 21,055

その他の調整額 10,969

四半期連結損益計算書の営業利益 738,817
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成30年１月１日 至 平成30年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

  日本 米国 韓国 中国 台湾 

売上高          

外部顧客への売上高 3,451,268 380,425 494,004 782,834 62,929 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

1,229,443 931 － 517,922 － 

計 4,680,712 381,357 494,004 1,300,756 62,929 

セグメント利益又は損失（△） 431,777 22,651 41,870 164,552 5,372 

 

         

  報告セグメント 
その他（注） 合計 

  シンガポール 計 

売上高        

外部顧客への売上高 198,769 5,370,232 191,618 5,561,851 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 － 1,748,297 － 1,748,297 

計 198,769 7,118,530 191,618 7,310,149 

セグメント利益又は損失（△） 25,506 691,730 △5,527 686,203 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インド、欧州及び中東の事業を含んで

おります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 691,730 

「その他」の区分の利益 △5,527

セグメント間取引消去 5,700

棚卸資産の調整額 22,577

その他の調整額 10,496

四半期連結損益計算書の営業利益 724,977
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年１月１日
至 平成30年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 83円40銭 75円88銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
562,910 512,123

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
562,910 512,123

普通株式の期中平均株式数（株） 6,749,546 6,749,546

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

 平成30年７月27日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（1）配当金の総額………………………………………155,239千円

（2）１株当たりの金額…………………………………23円00銭

（3）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成30年９月10日

（注） 平成30年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 

      平成30年８月９日

カナレ電気株式会社      
 
  取締役会 御中  

 

  有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 孫  延生  印 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 北岡 宏仁  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているカナレ電気株

式会社の平成３０年１月１日から平成３０年１２月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成３０年４

月１日から平成３０年６月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成３０年１月１日から平成３０年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、カナレ電気株式会社及び連結子会社の平成３０年６月３０日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 平成30年８月10日

【会社名】 カナレ電気株式会社

【英訳名】 Canare Electric Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  大野 淳一郎 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 愛知県日進市藤枝町奥廻間1201番地10

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長 大野淳一郎は、当社の第46期第２四半期（自平成30年４月１日 至平成30年６月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


